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はじめに

　環境問題への意識と行動に関する研究は，多くの分野でさまざまな角度から積み重ねられており，
環境問題への関心や知識があっても実際の行動には結び付かない，あるいは「日常の環境意識・行
動」と「環境問題解決に向けた意識・行動」が一致しないことが報告されている。環境教育の目標
の一つは，環境問題を身近な生活の中で系統的，科学的に考えて行動する人を育てることだと著者
らは考えている。しかしながら，現在の状況を鑑みるに，環境に配慮したライフスタイルを実現し
ているとはいえず，特に 20 代を中心にその傾向が強い。
　2005 年に内閣府が行った調査によれば，全ての年代をとおして，日常生活における環境配慮行
動の実施率が低いのは 20 代であると報告されている。また，浅利ら（2010）の調査からも，大学
生の環境配慮行動は，一般市民に比較して低いことが確認されている。現在の日本の大学生は，小・
中・高と環境学習を受けており，環境意識は高いはずであるが，なぜ，環境配慮行動に結びつかな
いのであろうか。その一因として，山田・須藤（1996）は，大学生の環境問題の意識が生活レベル
の実践を伴っておらず具体的な対処方法を知らないことを指摘している。
　平成 20 年版『国民生活白書』においては，環境配慮行動につながる要因分析の結果，親の行動
様式と子どもの行動様式との間に相関がみられるという報告がなされている。また，消費購買行動

（ライフスタイル）を分類して環境配慮行動との関連性を検討した研究では，両者に明確な相関性
は認められず，むしろ地域との関わりの深さが環境配慮行動に結びついている可能性が示唆されて
いる。
　そこで本研究では，大学生の環境配慮意識を形成し，環境配慮行動を促す要因を明らかにするこ

茨城大学教育学部（〒 310-8512  水戸市文京 2-1-1；College of Education, Ibaraki University, Mito 310-8512 
Japan）．

*



132 茨城大学教育学部紀要（教育科学）63 号（2014）

とを目的とし，親の環境配慮行動，家族形態，地域との関わりの深さ，の３つの要因に着目した大
学生親子ペアを対象とする質問紙調査を実施した。

研究方法

１．調査の概要
　茨城大学学生（1 年～ 4 年）とその親を対象とした「親子ペア調査」を 2012 年 2 月～ 5 月に実施し，
有効回収率 26.9％，73 件の調査票を回収した。
　表１に示すように，調査票は，属性，地域との関わり，生活関連知識，教育，環境配慮意識，環
境配慮行動に関する質問から構成されている。
　家族形態は現時点で同居している家族構成とし，学生は＜単身・自分と親・自分と兄弟姉妹と親・
自分と親と祖父母・自分と兄弟姉妹と親と祖父母＞，親は＜単身・夫婦のみ・夫婦と子・夫婦と子
と親・自分と子・自分と子と親＞とした。
　地域との関わりでは，現在暮らしている場所での居住年数や近所づきあい等を調査し，親の場合
には町内会の役員・委員の経験の有無についても調査した。
　生活に関連した知識では，電気水道料金や食品価格など，暮らしに直結した質問項目を設定した。
また，教育の分野において生活関連の様々な情報や日用品に関する商品情報は，主として消費者教
育で行われていることから，受講経験の有無を質問した。
　環境配慮意識に関する質問では，日常生活の中で環境への配慮を積極的に進めようという意識＜
積極的意識＞と，個人的な努力による環境への配慮に懐疑的な意識をもつ場合＜懐疑的意識＞の２
つに分けて質問項目を設定した。
　環境配慮行動では，日常生活に関わる 9 つの質問項目を設定した。

２．分析モデル
　広瀬（1994）が提案した「環境配慮行動と規定因との要因連関モデル」によれば，「環境に配慮
した意識・態度」を持つか否かを規定する要因は「環境問題についての認知」（環境リスク認知／
消費購買行動の問題の認知／役立ち感の認知）である。しかし，「環境認知」は「環境配慮行動」
とは関連性が弱く，直接の規定因となりにくい。一方，「環境配慮行動の評価」（環境知識 ･ 工夫／
経済性／隣近所の行動）は「環境配慮行動」との関連性が強く直接の規定因となっている。
　本研究では，「親の環境配慮行動の影響」，「家族形態（世帯構成，祖父母との同居の有無など））
の影響」，「地域との関わりの深さ」を規定要因として取り上げ，大学生の環境配慮行動との関連性
を検討するために，図１に示すような分析モデルを設定する。このモデルでは，環境配慮行動は学
生の環境配慮意識のほかに，親の環境配慮行動，家族形態，地域とのつながりの深さ，による影響
を受けると仮定した。ここで環境配慮意識は，生活関連知識による影響を受けるが，生活関連知識
→環境配慮意識のプロセスに消費者教育の影響があると仮定する。
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結果および考察

１．大学生と保護者の比較
　有効回答数 73 件のうち，学生は表２に示すように男子 27.4％，女子 72.6％であり，18 ～ 19 歳
までと 20 ～ 25 歳までの人数はおおよそ同数であった。家族形態をみると 39.7％の学生が一人暮ら
し，26％が兄弟姉妹・親と同居，祖父母と同居しているものは 24.7％であった。現在地での居住年
数は 1 年未満のものが約 2 割存在するが，このほとんどが一人暮らしである。親と同居，または祖
父母と同居しているケースでは，大部分が現在地で 10 年以上居住している。近所づきあいをみると，

「ほとんどない」26％，「挨拶をする程度」58.9％，「立ち話をする程度」9.6%，「困った時には助け
合う」5.5% となっており，地域との関わりはそれほど深くない。
　親の場合，表３に示すように，父親 26.1％，母親 73.9％であり，40 代が 54.8％，50 代が 41.0％であっ
た。家族形態では，夫婦と子が約 5 割を占め，親（学生の祖父母）が同居している割合は約 3 割であっ
た。現在地での居住年数は 10 ～ 20 年未満が最も多く（43.8％），20 年以上（37％）を合わせると，
全体の 8 割が 10 年以上を現在地で過ごしている。近所づきあいでは 2 割が「困った時には助け合う」
と回答していること，約 7 割が「町内会役員の経験がある」ことから，親は，地域と深く関わった
暮らし方をしていることがうかがえる。
　消費者教育を受けた学生の割合（50.7％）は親（24.7％）よりも 2 倍程度高く，主として中学校（技
術・家庭科）の授業を通して学習していることがわかった。
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　次に，生活関連知識，環境配慮意識，環境配慮行動に関する回答を点数化し，学生と親を比較し
てみる。生活関連知識では，４つの選択肢について，「全く知らない」1 点，「よく知らない」2 点，「少
し知っている」3 点，「よく知っている」4 点とした。環境配慮意識では，「全くそう思わない」1 点，

「あまり思わない」2 点，「やや思う」3 点，「非常にそう思う」4 点とした。環境配慮行動では，「ほ
とんどしていない」1 点，「あまりしていない」2 点，「ときどきしている」3 点，「いつもしている」
4 点とした。
　表４に学生の平均得点を示す。男子学生および女子学生の得点をＴ検定によって比較したところ，
両者に差は認められなかった。親の平均得点についてもＴ検討を行った結果，父親と母親で平均得
点に差は見られなかった（表５）。
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　学生と親の平均得点を比較した結果，表６に示すように，生活関連知識，懐疑的環境配慮意識，
環境配慮行動，において両者に差があることが認められた（ｐ＜ 0.001）。一方，積極的環境配慮意
識では差は見られなかった。

２．大学生の環境配慮行動を規定する要因
　図１に示した学生の環境配慮行動分析モデルの検証は，重回帰分析によって行った。解析結果を
図２に示す。
　学生の環境配慮行動を促す要因として影響しているのは，「生活関連知識」，「積極的環境配慮意
識」，「消費者教育」，「近所づきあい」，であり，最も影響力があるのは「積極的環境配慮意識」である。
この「積極的環境配慮意識」は「生活関連知識」の影響を受け，環境配慮行動を促している。しか
しながら，＜学生・親・祖父母＞の「家族形態」は「積極的環境配慮意識」に負の影響を与えてい
ることがわかる。環境配慮行動に負の影響を与える要因は「懐疑的環境配慮意識」である。
　モデル図との相違は，学生の環境配慮行動に「親の環境配慮行動」，「家族形態」は直接影響して
いないこと，「消費者教育」が環境配慮行動に直接関与していることである。「家族形態（学生・親
祖父母）」は「積極的環境意識」を通して間接的に環境配慮行動に負の影響を与えている。
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　学生との比較のために親の環境配慮行動を促す要因を分析した結果（図３），最も影響力がある
のは，「町内会役員の経験」であり，環境配慮行動を促進するだけでなく「懐疑的環境配慮意識」
を抑制する方向に作用する。また，「懐疑的環境配慮意識」を抑制する他の要因として「居住年数」
も関わっており，居住年数が長いほど抑制する方向に作用する。一方，家族形態によっては（「学生・
親・祖父母」，「学生・親」）環境配慮行動に負の影響を与えていることが明らかとなった。

結論
　
　大学生の環境配慮意識を形成し，環境配慮行動を促す要因を明らかにすることを目的として，親
の環境配慮行動，家族形態，地域との関わりの深さ，の影響を分析した。積極的環境配慮意識は，
生活関連知識の影響を受けて環境配慮行動を促す一方，懐疑的環境配慮意識は環境配慮行動を抑制
する方向に作用する。学生の環境配慮行動を促進する要因は「生活関連知識」，「消費者教育」，「近
所づきあい」であり，「積極的環境意識」の影響が最も大きく関わっている。「親の環境配慮行動」
による影響は見られず，「家族形態」は間接的に「環境配慮行動」に負の影響を与えていることが
わかった。
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　親の環境配慮行動を形成するプロセスは，学生の場合とは異なっている。環境配慮行動を促進
する最大の要因は，「町内会役員の経験」である。「居住年数の長さ」や「町内会役員の経験」，
すなわち，地域との関わりの深さが「懐疑的環境配慮意識」を抑制し，「環境配慮行動」を促す
ことが示唆された。
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